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１．はじめに（背景と研究目的）

ソーシャル・キャピタル（Social Capital）は、

社会関係資本と訳されることが多く，基本的な定

義は，「人々が持つ信頼関係や人間関係（社会的

ネットワーク）」である。ソーシャル・キャピタ

ルという言葉は，一般的には 1916 年に米国の教

育学者 L.J.ハニファンが，「コミュニティ発展を

目的とした学校の関与のための概念」としてはじ

めて用いたとされているが，デューイが「学校と

教育（School and Society）」（1900 年）
１

の中で

使っているので，もう少し古くから用いられてい

たと考えられる。その後，米国の経済学者ラウリー

（1977 年），仏の社会学者ブルデュー（1986 年），

米国の社会学者コールマンの研究が報告され
２

，米

国の政治学者パットナム（1995 年）
３

が，ソーシャ

ル・キャピタルの概念を米国社会衰退の分析に用

いたことを契機に，欧米の先進諸国にも関心が高

まっていった。

本学における子育てネットワーク研究の地域研

究班は，2007 年度より，コミュニティが教育や

生活に果たしている役割をソーシャル・キャピタ

ルから注目し，小学校の保護者を対象にした地域

ネットワークの調査研究を続けてきた。そして，

東京都小平市における研究の一部は『白梅学園大

学・短期大学教育・福祉研究センター研究年報

13 号』（草野他 2008）
４

並びに，『白梅学園大学・

短期大学紀要 45 号』（草野・瀧口 2009）
５

，（瀧口・

森山 2009）
６

において報告した。さらに，『白梅学

園大学・短期大学教育・福祉研究センター研究年

報 14 号（草野・瀧口 2009）
７

，（瀧口・森山 2009）
８

においては，単純集計をもとにした品川区の地域

ネットワーク調査と内閣府の調査を比較し，品川

区におけるソーシャル・キャピタルを分析した。

本稿では，品川区の地域ネットワーク調査の結

果から，小学校の保護者たちの日常生活における

人や地域とのつきあい方の差違が，人への信頼や

人間関係形成にどのような影響を与えているのか

を，「つきあいの人数」と「つきあいの程度」の

各々を縦軸にし，日常の生活や活動を横軸におい

たクロス集計の結果から分析しながらみていく。

そして，今日的な社会への意識を探索し，人や地

域への信頼関係を高めるソーシャル・キャピタル

について考察する。

２．調査の概要

１）品川区の地域ネットワーク調査の概要

地域ネットワーク調査は，全てで 34 項目 8 頁

にわたっている。そのうちの 7 項目は独自に追加

したものであるが， 残りの 27 項目は内閣府が

2004 年に実施したものであり，小平市での調査

票と同じものを使用している。項目群は，１．他

人への信頼について，２．日常的なつき合いにつ

いて，３．地域での活動状況について，４．自身

の生活状況と個別の機関や人への信頼について，

５．回答者の属性について，である。

調査に協力していただいた小学校は，A 小学

校（全校生徒 550 名）および B 小学校（全校生

徒 700 名）の 2 校である。区の教育委員会を通じ

て行い，子どもの保護者に依頼した。2008 年６

月～７月に調査票を配布し，回収は各小学校で行っ

た。A 小学校は配布数 521，回収数 246，回収率

は 47.3％，B 小学校は配布数 688，回収数 341，

回収率 49.6％，合計では配布数 1209，回収数 58

7，回収率 48.6％であった。回答者の 9 割以上が，
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な立ち話の数値が一番高く，10 年から 20 年未満

になると生活面で協力の数値が一番高い。本調査

では，つきあいの程度が，あいさつから立ち話，

生活面での協力へと移行するには，個人差はある

ものの５～10 年程度の機関が必要ではないかと

推測する。

４．全体考察

品川区の小学校に通う子どもの保護者を対象に，

「つきあいの人数」と「つきあいの程度」の差違

が，人への信頼や人間関係形成に与える影響につ

いて分析してきた。以下，今日的な社会への意識

を踏まえながら，クロス集計から得られた知見を

２点に絞り考察する。

１）「人や組織への頼りがい」と「つきあいの人

数」・「つきあいの程度」との関係

本調査における人や地域への頼りがいに関して

は，つきあいの人数が多いほうが自治会や NPO

などを頼りにする傾向にあり（図表 9-1），つき

あいの人数が多くなるにつれて「親戚」や「近所

の人」への割合も高くなる傾向（図表 9-2）が見

受けられた。また，つきあいの程度が生活面で協

力する人たちは，市役所，自治会，勤務先，人と

の関係では設問の全ての項目での割合が高い傾向

（図表 21-1・21-2）にあった。これは，我々が同

じ調査票を用いて行った小平市の調査においても

類似の結果が抽出されており，つきあいの人数が

増え，つきあいの程度が深まるにつれて，組織や

人への頼りがいが高まるという傾向にある（瀧口・

森山 2009）
10

と考えられる。

一方，日常的なつきあいの程度との関係だけで

みると，親戚や・親類との日常的なつきあいは全

体的に低く，生活面で協力するグループの人たち

であっても日常的な関わりがあるのは 2 割程度で

あり，友人・知人は４割を越えていた（図表 21-

2）。つまり，つきあいの人数の多い人は親戚や親

類ともつきあっているが，日常的に頼ったり協力

を求めたりするのは友人・知人などであると考え

られる。

ソーシャル・キャピタルは，「遠くの親戚より

近くの他人」とのネットワークを基盤とする。品

川区のような都市部においても日常的には近くの

友人や知人の方が頼りになると考えられ，近隣の

人や組織への頼りがいの高まりは，大都市であっ

てもネットワーク機能の強化に繋がると認識でき

るのではないだろうか。

２）日常生活満足度からみる学校とのつながりと

ソーシャル・キャピタル

今回のクロス集計の結果では，「ある程度の人

たちとの交流」があり「日常的な立ち話程度」の

人たちの方が，日常生活満足度が高い傾向にあっ

た。（図表 8・20）。その人たちの特徴は，①７割

の人が 5 年以上の居住年数者（図表 12・24），②

「子どものしつけや教育」への関心度が高く，教

育機関への信頼度が高い（図表 9・9-1・21・21-1），

③学校と地域との結びつきでは，「結びつきが強

い」と「結びつきがある」を合わせると，その割

合が一番高い（図表 10，図表 22），④社会の出来

事への関心度は高いが，近所の人や自治会などへ

の頼りがいは低い，⑤回答者の家族の総年収は，

半数以上が年収 800 万円以上である（瀧口・森山

2009）
11

などである。加えて品川区は，教育政策で

は斬新的であり，小中学校の学区制の廃止が顕著

な取り組みである。これらのことが今回の結果に

どのような影響を及ぼしているかは本調査の結果

だけでは判断しかねるが，小学生の子どもの保護

者が学校や教育に関心を持つことは当然としても，

教育機関に関心と信頼を寄せ，何らかの安心感や

満足感を抱いているということが，本調査の特徴

の一つであると考える。

一般に東京のような大都市では，地域のつなが

りが希薄であると言われている。実際に日本総合

研究所の 2007 年の調査資料にある東京都のレー

ダーチャートでは，つきあいの人数，つきあいの

程度はともに低い数値になっている
12

。また自治会

組織などの地縁的な結びつきは弱く，大型団地内
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の限界集落化は橋渡し的な結びつきすらできにく

いという都市部の深刻さもうかがえる。それでも

2007 年の全国調査との比較では，品川区は他の

地域よりやや高い数値であり，自治会組織や学区

制ではない地域との結びつき，その中における

「立ち話程度の関わりとある程度の人数との交流」

というつながりは，都心のコミュニティとしては

一般的とも考えられる。すなわち，人への信頼や

人間関係形成において，学校とのつながりがソー

シャル・キャピタルに何らかの影響を及ぼしてい

ると推測できる。

品川区は 1996 年頃から小中学校と老人ホーム

の複合化を進め，子どもと高齢者が意図的に出会

える場をつくるなど，多面的なコミュニティづく

りに挑戦してきた
13

。そのような意味において，ソー

シャル・キャピタルの考え方を政策として取り入

れてきた自治体の 1 つでもあると考えられる。品

川区における小中学校の学区制の廃止についての

評価は別途に検討すべきであるが，信頼関係の再

構築が叫ばれている今日においては，学校という

組織とのつながりを軸にした保護者と近隣地域と

のネットワークづくりは，注目すべき方法の一つ

ではないかと考える。

５．おわりに

品川区におけるネットワーク調査からソーシャ

ル・キャピタルのありようについて考察してきた。

今後は，小学生の保護者を切り口にした地域社会

への意識と教育力との関係を，他地域との比較研

究を通して，ソーシャル・キャピタルの視点から

検討して行きたい。

41

＜文献＞
１ デューイ J（1956）『School and Society』The University of Chicago Press
２ 日本総合研究所（2002）『 ソーシャル・キャピタル～豊かな人間関係と市民活動の好循環を求めて』

内閣府委託調査
３ Putnum R: Bowling alone; America's declin 1 ng social capital. Journal of Democracy.6(1):65-

78(1995)
４ 草野篤子・森山千賀子・瀧口眞央・瀧口優（2008）「地域ネットワークに関する調査研究」『白梅学

園大学・短期大学 教育福祉研究センター 研究年報 NO.13』46-60 頁
５ 草野篤子・瀧口眞央（2009）「人間への信頼とソーシャル・キャピタル－東京都小平市における研

究」『白梅学園大学・短期大学紀要 45 号』13-30 頁
６ 瀧口優・森山千賀子（2009）「社会的ネットワークとソーシャル・キャピタル－東京都小平におけ

る研究」『白梅学園大学・短期大学紀要 45 号』31-48 頁
７ 草野篤子・瀧口眞央（2009）「人間への信頼とソーシャル・キャピタル－東京品川区における研究」

『白梅学園短期大学 教育・福祉研究センター研究年報 NO.14』54-62 頁
８ 瀧口優・森山千賀子（2009）「生活への満足度と属性について－品川区におけるソーシャル・キャ

ピタル（２）」『白梅学園短期大学 教育・福祉研究センター研究年報 NO.14』63-71 頁
９ 前掲 8 66 頁
10 前掲 6 47 頁
11 前掲 8 70 頁
12 日本総合研究所（2008）『日本のソーシャル・キャピタルと政策～日本総研 2007 年全国アンケート

調査結果報告書～資料編』100 頁
13 主藤久枝(2009)「第９章 介護保険制度の改正と世代間交流内容の変容」草野篤子他編著『世代間交

流効果 人間発達と共生社会づくりの視点から』126 頁


